


































































































































































































































































































































































































































































































1872　　（5） 17，026，6476，580，2793 5，205，23731 8，573 1，659
1877　　（10） 23，348，52211，583，06850 9，626，95641 2，158 18，240
1882　　（15） 37，721，7519，895，42153 16，232，15043 27，146 38，148
1887　　（20） 52，407，68126，373，43350 19，280，00337 149，233 170，640
1892　　（25） 91，102，75452，897，45858 36，269，74440 4，459，6975 544，0221
1897　　（30） 163，135，07792，434，66257 55，630，46034 9，852，9086 2，512，3752
1902　　（35） 258，303，065149，221，59058 76，859，47730 27，987，2121 5，998，3062
1907　　（40） 432，412，8732 1，888，90954 116，430，35427 31，639，7877 16β45，0974
1912大正（1） 526，981，842304，584，9855 149，852，70928 30，100，9796 25，766，3955
1917　　（6）1，603，005，048803，339，27850 351，904，38622 62，857，7284 127，458，2518
1922　　（11）1，637，451，8181，221，894，84375 668，859，50341 117，928，9677 221，952，1194
1927昭和（2）1，992，317，1651，531，567，20377 741，227，84537 139，615，2067 383，836，63619



















































































































































































小　　　　　　　　　計 87 44 1　251　…
工務局主管組合総数（330）との対比 26％ 13％ 8％ 31％




蚕　　糸　　商 4 1 1
砂　　糖　　商 3
材　木　問　屋 3 1?
肥　　　　　料 2 2 1
売　　　　　薬 2 1 1
小間物、化粧品商 2?






菓　　　　子 1 1 1
麦　稗・真　田 1

































??＝? 26 73 8 94
農務局主管組合総数（178）との対比 ・5％1 ・・％1 ・％［ 53％
?? ?? ? ??
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25％i　　　　63％雌駐龍舗数（・）との対瑚
総
??＝? 176 133 40 208
組合総数（745）との対比 24％ ・8％1 5％ 28％
・組合総数には水産局主管のものも含む。
・補助金のある組合数は当該業種の全組合の中から算出。
・『重要物産同業組合一覧』（1910年6月刊）の数値を使用。
零細経営の集りであること、主管局別にみた場合、生産および販売額と組合員数との相関は、商務局
主管が額多・員少、農務局主管が額少・員多、工務局主管が中位にあり、農務局主管同業組合に所属
する経営の方がより零細であることが、傾向的に想定しえよう。さらに、行政機関の補助金支給にっ
いては、農務、山林局主管組合では半数以上の組合に支給があり、この分野での勧業政策に同業組合
育成が位置づけられていたことを看取しうる。また織物製造業についても半数近い組合に補助金が支
給されており（連合会を含めた織物関係の同業組合は122）、同様のことを指摘できよう。
　最後に、同年における組合地区内生産または販売額が1，000万円以上の同業組合を列挙しておこう
（第5表）。ここに列挙された同業組合の所在地は、当時有数の機業地域であり、製糸業地域であり、
貿易拠点であった。それゆえ、これらの同業組合が諸産業の発展および市場構造に、いかなる関連を
有したのかを検討することは、同業者組織化政策の歴史的意義の把握に重要な示唆を与えてくれると
思われる。
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第5表組合地区内生産または販売額が1，000万円以上の重要物産同業組合（1909年12月31日現在）
組 合
?
営　　業　　種　　類 組合員数 組合地区内生産　設立認可または販売額年　月????????????
??織??輸??川??
????? 同業組合??
??
桐　生　織　物　　〃
織物業、紋様業、箴業
絹織物製造、練業、商業
金属製品および半製品または加工
品の製造、販売
輸出織物製造、販売、仲立、精練
織物製造、買継商、生糸撚糸販売
業、綿糸販売商、染料商、染物商、
整理業、仲立業
織物製造、仲買商、整練業、撚糸商
7，088人　　19，173，582円
2，617　　　　　19，168，350
1，515　　　　　　11，807，522
1，115
1，440
952
1 98年3月
1898．　1
1905．7
11，346，688　　　　1902．　3
10，432，924　　　　1899．　3
10，295，508　　　　1898，　11
　　神戸石炭商
　　宇島石炭商?
　　横浜蚕糸貿易商
務　大　阪　織　物
　　東京白米商
局　東京織物問屋
　　若松石炭商
主大阪朝鮮貿易商
　　東京材木問屋?
　　東京呉服太物商
　　東京洋紙商
同業組合
??
?????
???
石炭販売
石炭商、石炭搭載船舶取扱
横浜市に店舗を設け生糸類の委托
販売を営業とする貿易商
織物製造販売、加工販売
白米販売、掲精業
内外産織物卸売
石炭売買、輸出、輸送
朝鮮との直輸出入を営業、内地お
よび朝鮮からの委托販売
内外国の諸材木、竹類の売買
呉服、太物の小売
内外洋紙卸商、仲買商
????
　722
4，185
　448
　171
　236
295
698
46
369，258，086　　　　1899．　9
131，955，874　　　　1901．　3
124，504，000　　　　1898．　12
42，226，556　　　　1906．　8
40，302，480　　　　1899．　9
39，363，247　　　　1902．　10
22，000，000　1905．6
14，839，000　　　1907．　9
12，601，910　　　　1906．　8
11，301，074　　　　1907．　7
10，694，751　1907．7
農主???前　橋　製　糸　同業組合
M濃国諏訪生糸　　〃
生糸製造　　　　　　　　■
孖B生糸製造
145
P10
23，059，401
P4，116，850
907．3
P901．3
『重要物産同業組合一覧』（1910年6月、農商務省工務局刊）1～137頁参照。
　2　組合定款の検討
　明治20年代の準則組合や各府県の同業組合取締規則にもとつく組合では、営業品の価格、賃金、生
産・販売方法等に関する規制を有する組合があったのも事実であり、それゆえたびたびそのような条
項を禁じた通牒や指令が出された。
　ところで、国家的にも同業者組織化が推進される明治30年代以降は、具体的にはどのような機能を
持った組合が設けられたのだろうか。重要輸出品同業組合法でも重要物産同業組合法でも、それらの
施行規則において、定款に、組合の目的、業務、営業品検査、違約者処分、仲裁調停等に関する規程
を設けることを銘記している。そこで、ひとまず、この定款に着目して、いくつかの同業組合の機能
について考察する。第2、3表で明らかなように、織物ならびに製糸業に関する同業組合が、量的に
も政策的にも重きをなしている。それゆえ、この分野にいちおう限定しておく。
　まず、目的では「本組合ハ組合員協同一致シテ営業上ノ弊害ヲ矯正シ斯業ノ発達ヲ謀リ信用ヲ保持
スルヲ以テ目的トス」（西陣織物同業組合定款、第2条）というような、紋切り型のものが一般的で、
さしてその実態についてはイメージしえない。しかし事業内容、業務内容では多枝にわたっている。
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これについては、徒弟、職工、工女、賃織業者に対する取り締まりや掌握に関する規程を定めている
ものが多いようである。いくつかの例をあげてみよう。
　①西陣織物同業組合……「第10章賃織及ヒ職工徒弟二関スル規程」において次のような規程を
設けている。
「第76条　組合員ニシテ職工徒弟ヲ使傭又ハ解傭為シタルトキハ七日以内二事務所へ届出ツヘシ
　第77条　組合員二於テ賃織契約職工雇傭契約従弟習業契約ヲ為シタルトキハ組合ノ保障登録ヲ受ク
ルコトヲ得（以下略）
　第78条　組合員ハ組合二加入セサルモノト賃織契約ヲ為シ又ハ組合二加入セサルモノニ撚糸ヲ為サ
シムルコトヲ得ス
　第80条　組合員ハ何等ノ名義ヲ用フルモ他二保障登録ヲ受ケタル契約ノ存在スル職工徒弟ヲ恣二使
役スルコトヲ得ス
　第83条　職工又ハ徒弟ガ契約期間中二恣二業務ヲ休止シ且ツ濫二傭主又ハ使用者ノ家ヲ去リ若クハ
不法ノ行為ヲ以テ傭主又ハ使用者二損害ヲ蒙ラシメタルニ依リ其傭主又ハ使用者ノ申請アリタルトキ
ハ組長ハ其事実ヲ調査シ組合二於テ雇傭禁止ノ宣言ヲ為スコトアルヘシ
　第88条　証票ヲ所持セサル職工ハ組合員二於テ傭役スルコトヲ得ス」38）
　②尾西織物同業組合……「第13章職工傭人取締及使用」における規程
「第86条　組合二於テ職工傭人ヲ使役シ又ハ賃職ヲ為サシメソトスルトキハ左記ノ事項ヲ具シ五日以
内二組長二届出ツヘシ但シ解傭及解約ヲ為シタルトキ亦同シ（原籍、住所、前傭主又は契約者の住所
氏名、同業者の使役中のものはその承諾書等の届出を定めている）
　第87条　前条ノ届出ヲ怠リタル者ハ同業者相互間二於ケル紛議又ハ傭主ト職工傭人トノ間二生シタ
ル事故二付異議申請ノ効ナカルヘシ（以下略）
　第88条　組合員ハ同業者使役中ノ職工傭人又ハ契約中ノ出機賃織人二対シテハ其ノ傭主又ハ契約者
ノ承諾ヲ得ルニ非サレハ之ヲ傭使シ又ハ賃織ヲ為サシムルコトヲ得ス」39）
　③福井県織物同業組合（福井県絹織物同業組合を1925年に改称したもの）……「第18章職エ雇
人二関スル規程」
「第104条　組合員ニシテ職工又ハ雇人ヲ雇使セムトスルトキハ本組合二申出テ職工証又ハ雇人鑑札
ノ下付ヲ受クヘシ
出機製織者ハ本規程二於テハ之ヲ職工ト見倣ス
　第106条　組合員ハ職工証又ハ雇人鑑札ノ下付ヲ受ケス若クハ前雇主ノ解雇証ナキ者ヲ雇使スルコ
トヲ得ス（以下略）
　第107条他ノ組合員ノ出機セル家二出機セムトスル組合員ハ職工ヲ異ニスル時ト難其組合員ノ承
諾ヲ経ルコトヲ要ス」40）
　以上の規程に共通してみられることは、まず第1に、職工、徒弟といった雇用労働力を同業組合が
掌握し、どの組合員＝織物製造業者に所属しているのかを確認することによって、組合員間での労働
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力争奪にからむ紛議を防止しようとしていることである。これは雇用者としての製造業者にとっては
甚だ有利であるが、自由な労働力移動に対する一定の制約となり、職工たちに対する収奪強化に結び
つくといえよう。第2に、同一の賃織業者＝「出機」に対し、同時に複数の製造業者が契約を結ぶこ
とを禁じて、組合員＝織物製造業者間の紛議を防止しようとしていることである。しかし、このこと
が織物製造業者41）にもたらす有利さは紛議回避にとどまらない。すなわち、これは、賃織業者にとっ
てより有利な契約を選択する自由を奪うため、織物製造業者の経済的支配と収奪を強めることになり
うるのである42）。
　さらに、同業組合の重要な機能である営業品ならびに作業場の検査に関する規程については、多く
の場合、定款中にかなり詳細に記されている。その検査結果は、営業品への証紙や等級票の貼付とい
う形をとる場合が多いようである。ちなみに、この種の検査は、徐々に府県あるいは国営の検査機関
の設置、および種々の取締規則によって補強ないしは解消されていったようである43）。なお、同業組
合による検査は、当初かなり強圧的に行なわれた所もあったようである44）。
むすびにかえて
　以上、同業者組織化が政策的に位置づけられ、該政策に期待されたものが何であったのか、そして
また、産業資本確立＝資本主義的再生産構造の定置にいたる過程およびその後の経済的変遷につれ
て、重要物産同業組合がどのような役割を果たそうとしていたのか、について概観してきた。その結
果、日清「戦後経営」期に、この同業者組織化政策が、在来産業あるいは消費資料原料、消費資料の
生産分野を中心に、輸出産業の担い手としてそれらの分野の小経営を動員してゆく経済体制づくりの
中に位置づけられるにいたったことを確認しえたであろう。その場合、この同業組合は、国家権力に
よる特権擁護を背景に、商品の生産・流通に制限的に作用する株仲間的組織とは明らかに異なったも
のといえる45）。しかしながら、いまだ小営業的またはマニュ的生産形態にその多くの経営が滞留して
いる生産力水準にもかかわらず、基軸的産業の機械制大工業としての確立と、軍事力の増強を対外的
に必至のものとされるに及んで、急速に輸出産業＝外貨獲得産業たらざるをえなかったがゆえに、流
通過程から強引に商品生産を発展させる形態を取らざるをえなかった。それゆえ、たぶんに前期的性
格を有する、組合内の商人層による問屋制前貸的収奪を排除しえず、否むしろ彼らの組合主導によ
り、直接生産者の発展はいっそう罎小化されたといえよう。
　それと同時に、器械製糸業の高度の発達を遂げた長野県諏訪地方では、同業組合による労働力対策
ではもはや不十分であり、資本家的同盟としての「諏訪製糸同盟」を生みだしたことも、同業組合の
歴史的限界を確認する上で銘記しておく必要があろう46）。
注1）　たとえば、中小企業調査会編『中小企業研究　IV　輸出中小工業の経済構造』（東洋経済新報社1960）、
　　由井常彦『中小企業政策の史的研究』（東洋経済新報社　1964）、大沢正『中小企業政策史論』　（港出版社
　　1970）、稲川宮雄『中小企業の共同組織』（中央経済社　1971）、などがある。
　2）　たとえば、宮本又次『日本ギルドの解放一明治維新と株仲間一』（有斐閣1957）、大石嘉一郎「自由
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　民権運動の『基本的人権』論とその基盤」（『基本的人権　2　歴史1』東京大学出版会　1968）、正田健
　一郎「明治前期の地方産業をめぐる政府と民間」（高橋幸八郎編『日本近代化の研究　上』東京大学出版
　会1972）、上山和雄「農商務省の設立とその政策展開」（『社会経済史学』第41巻3号1975）などがあ
　る。
3）戦前では有沢広巳『日本工業統制論』（有斐閣　1937）があるほか、最近では三和良一「日本のカルテ
　ル」（宮本又次・中川敬一郎監修『日本の企業と国家　日本経営史講座4』　日本経済新聞社　1976）など
　がある。
4）　宮本又次・中川敬一郎監修『江戸時代の企業者活動　日本経営史講座1』日本経済新聞社1977、261～
　262頁。
5）大石嘉一郎　前掲論文　118～119頁。
6）　正田健一郎　前掲論文　169～170頁。
7）　由井常彦　前掲書　36頁。
8）上山和雄　前掲論文参照。
9）水沼知一「明治後期における生糸輸出の動向一問題発見のための予備的検討一」（『社会経済史学』
　第28巻5号　1963）、石井寛治「日清戦後経営」（岩波講座　日本歴史　近代3』1976）。
10）　この点については、拙稿「明治前期における同業者組織化政策　　「同業組合準則」をめぐって一」
　（『明治大学大学院紀要』第17集　1979）を参照されたい。
11）　『渋沢栄一伝記資料』第18巻　140～155頁。
12）『明治前期産業発達史資料』別冊17ノー一・一・154・5頁（以下『発達史資料』と略記）。
13）　小野武夫・飯田勘一『最新重要物産同業組合法精義』（清水書店　1918、15頁）。
14）「同業組合規約認可の際規約明文二注意方農商務卿内達」（埼玉県行政文書「明　1529－25」）。
15）「同業組合準則心得書農商務省ヨリ内訓」（埼玉県行政文書「明　1514－55」）　なお、この「心得書」で
　は準則制定の理由を好商による悪弊の除去と貿易において「外人ト対峙スル」こととしている。
16）たとえば、1892（明治25）年、福井県からの「絹織物同業組合取締規則発布ノ件上申」に対して、「組
　合ハ其規約ヲ以テ価格賃銭ヲー定シ又ハ取引先ヲ制限スルコトヲ得ス」という条項の追加を求めている。
　　（『法令全書』第25巻ノ2「伺指令」29～33頁参照）。
17）・18）『法令全書』第18／2「指令」22、35～37、56・7、81・2頁。
19）　『渋沢栄一伝記資料』第18巻　442～443頁。
20）　『渋沢栄一伝記資料』第20巻　309頁。
21）　『発達史資料』別冊（18）二　47・8頁。なお勅令第208号「省令府県令及警察令二関スル罰則ノ件」は、
　これらの諸令違反老に対する罰則を定めたものである。
22）　『法令全書』第23巻ノ2「勅令」424・5頁）。
23）『法令全書』第25巻ノ2「伺指令」34～41頁。
24）『発達史資料』別冊（18）二、（22）一、二申の「農商務省報告」を参照されたい。それらによると織物
　業、陶磁器業、紙業、米穀取扱業等の組合が多く認可されている。
25）『渋沢栄一伝記資料』第22巻　11・2頁。しかし、この案は渋沢栄一らの延期論にあって、結局「宿題」
　とされてしまう。渋沢の延期理由は、現時点では「粗製濫造」の「限界」を鑑別する方法が明確でないた
　め、「其価安キガ為メニ益スル」ものや「大ナル発明」などを害する可能性があり、同業組合が「総ジテ
　事業ノ進歩ヲ妨グルコトニナル」ということであった。この見解は同業組合に対する大ブルジョアジーの
　対応を知る手がかりとはなるが、今後さらに検討が必要であろう。
26）　『9帝国議会衆議院委員会議録』中の「第九回帝国議会衆議院重要輸出品同業組合法案委員会速記録」
　参照。
27）　同局長は「各地在留領事ノ報告一トシテ輸出物ノ粗製ナルカ為メ我力国ノ信用ヲ傷ケ日本品ノ声価日ヲ
　追フテ失墜シツ・アルヲ痛言セサルハナシ」（『第10回帝国議会衆議院委員会会議録』1059頁）　という状
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　況、および「重要輸出品同業組合」については「自由ヲ妨害スルモノデアルトカ云フヤウナ議論モア」っ
　て、この間に具体化できなかったが、「貿易ノ発達シマスルニ従ッテ益々此必要ガ出テ来マシテドウシテ
　モ此儘デハ捨テ置クコトガ出来ヌ」（『帝国議会貴族院議事速記録12第10回議会』223頁）という状況に
　なっていると述べている。
28）　「重要輸出品同業組合法施行細則適用ノ儀二付農商務次官内牒」（埼玉県行政文書「明3586－15」）によ
　ると、紙、金属器、綿織糸、綿織物、絹織物、蚕糸、燐寸、麦桿真田、陶磁器などのほかに、石炭、銅と
　いった鉱産品および米、食塩なども含まれている。
29）前掲『衆議院委員会会議録』1068頁。
30）　『10帝国議会貴族院委員会会議録』727～729頁、なお衆議院の該法案委員会で、安藤商工局長は「三池
　炭ト云ヘハ三菱ノ輸出ニシテ同商会ノ扱ヒト定マリ別体ノ輸出物タルカ如キ観アリテ優二名誉ト信用トヲ
　博シ」ており、「本法ノ精神ヲ貫徹」しているから、組合に加入しなくてもよいとしている（前掲『衆議
　院委員会会議録』1064頁）。
31）　『帝国議会衆議院議事速記録　12　第10回議会』642～644頁。
32）　『渋沢栄一伝記資料』第22巻　553・4頁。
33）『発達史資料』別冊（17）V・M、（18）ノー・二、　（22）一。二・三・四の各年度「農商務省報告」参
　照。
34）蚕糸業組合準則は1897（明治30）年に廃止され、以後蚕糸業関係の組合は重要輸出品同業組合法にもと
　ついて組織されることになる。なお20年代の蚕糸業組合の動向については、上山和雄氏の研究（「明治前
　期における同業者組織化政策の展開一蚕糸業組合中央部と長野県取締所との紛議を中心にして一」
　　『史学雑誌』第83巻9号）が参考になる。
35）　古島敏雄・安藤良雄編『体系日本史叢書　14　流通史11』（山川出版社　1975）の「第二編　貿易」（海
　野福寿氏稿）202頁参照。
36）たとえば1898年設立の伊勢崎織物同業組合などがある（『伊勢崎織物同業組合史』1931281頁）。
37）　「重要輸出品」の指定は2度行なわれる。1回目は重要輸出品同業組合法公布時の1897年10月に出され
　た「農商務次官内牒」（前掲、注28）によって、2回目は1916年重要物産同業組合法中改正法律公布時に出
　された農商務省告示第90号、1917年同第48号、1918年同240、330号によって指定された。前者には米穀や
　石炭、銅（生銅、丁銅等）、綿糸などが含まれているのに、後者にはそれらはないが、石けん、玩具、時
　計、セルロイド製品などが含まれている。ここではひとまず後者の品目を扱う。
38）　『西陣織物同業組合沿革史』1939　38～41頁。
39）『尾西織物史』1939264・5頁。
40）福井県織物同業組合『福井県織物同業組合創立五十周年記念　五十年史』1937　221～223頁。
41）　この場合の「織物製造業者」は、「自己ノ工場二於テ他人ヨリ原料及ヒ器械若クハ原料ノミノ寄托ヲ受
　ケ賃金ヲ得テ織物製造ヲ為ス」ところの「賃織」（前掲西陣織物同業組合定款第75条）、あるいは「職工ト
　見敏」されるような「出機製織者」、すなわち「〔事実上〕の賃金労働者」に対峙する存在である。
42）　この点については、大河内暁男氏が、イギリスにおける市民革命後の問屋制度と絶対王制期のそれを対
　比しながら、織布工が複数の織元から仕事を受注しうる場合と否とについて言及されており、参考となる
　　（r西洋経済史講座　IV』岩波書店　1960　206頁）。
43）　たとえば、1905年には花莚検査規則、輸出羽二重取締規則、1915年輸出真田取締規則、輸出石鹸取締規
　則等が制定されている。また福井県では、羽二重の検査を1892年に同業組合に検査せしめていたが、1909
　年には県営検査を開始し、さらに1928年輸出絹織物検査規程が設けられたので、国営検査に移行してゆ
　く。
44）たとえぽ、八王子織物同業組合（同組合は1909年には「最モ優良ト認ムヘキ」組合とされていた）では
　　「取締上一時請願巡査ヲ置キタルコトサヘアリ」という状況であった（『重要物産同業組合成蹟　第一輯』
　農商務省　1909、1頁）。
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45）1909（明治42）年6月、農商務省より出された重要物産同業組合の定款変更認可に関する「内訓」で
　も、次のように述べられている。すなわち、
　　「1、既二解雇セラレタル職工又ハ雇人ト錐モ前雇ノ承諾ヲ経ルニ非サレハ他ノ組合員ヲシテ之ヲ使用ス
　ルヲ得サラシメ之二違背シタル老ヲ違約処分二付セソトスルカ如キ規定ヲ設ケシメサルヲ可トス
　　1、外国貿易二於ケル売崩ノ弊ヲ防ク為メ必要ナル場合ノ外商品ノ価格ヲ組合二於テ定ムルノ規定ヲ設
　ケシメサルヲ要ス
　　1、極メテ特別ノ事情アル場合ノ外口銭、手数料又ハ賃金等ヲ組合二於テ定ムルノ規定ヲ設ケシメサル
　ヲ要ス
　　1、……信認金ヲ納入セシムルハ不可ナシト難加入ノ要件トシテ加重ノ負担＝任セシムルカ如キハ……
　妥当ナラサルニ依リ……慎重ノ注意ヲ要ス」
　　（埼玉県行政文書「明3617－33」）同業組合が規制力を持つことに対するこのような注意は、その後何回
　かなされている。ただし、価格協定については前掲のごとく輸出品にはすでに認められていることに留意
　しておかねばならないだろう。また、このような注意を促していることは、前掲のいくつかの例のよう
　に、政府の意向と相違する規程を含んだ定款の存在を想起させる。それゆえ、同業組合の現実の役割はそ
　れに対する政策のみでは即断できないであろう。
46）　この点については武田安弘氏の「製糸同盟成立過程の検討」（北島正元編『製糸業の展開と構造』塙書
　房1970）が貴重な示唆を与えてくれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程53入学）
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